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１．これまでの交流を通じて得られた成果  

共同課程の整備状況、継続的協力関係の構築状況、教育研究効果についての評価。 

評  価 

□ 十分成果があった。 

■ 概ね成果があった。 

□ ある程度成果があった。 

□ ほとんど成果が見られなかった。 

コメント 

日本とドイツの双方に関して、適切な科目と指導体制が形成されており、指導教員や

大学院学生を含んだ定例的なセミナーも大きな成果をあげている。しかし、単位認定に

関する共通評価基準の構築や上級ゼミナールなどへ課程を移行する段階での教育指導、

支援体制については、制度的に考慮すべきではないかと思われる。 

また、事務体制の面でも体系的、継続的な協力体制の形成・維持が行われており、大

学間の協力関係の「継続性」に関するさらなる工夫を凝らすことで、一層の継続的協力

関係の構築が期待できる。 

なお、当該プロジェクトに参加することによって、学生たちが学術的蓄積を深めたこ

とは間違いないが、最高度の専門誌『史学雑誌』に掲載された論文もある中で、共同研

究と言えるものが少なく、ほとんどが単独の発表になっているため、研究テーマに基づ

く日独双方の学生の積極的なグループ化を視野に入れた試みがあっても良いだろう。 
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２．プロジェクトの実施状況  

対象分野の深化・発展、コーディネーター及び参加教員の取り組み状況、教育研究環境の

整備、申請経費の合理性についての評価。 

評  価 

□ 非常に効果的に実施された。  

■ 概ね効果的に実施された。  

□ ある程度効果的に実施された。  

□ 効果的に実施されたとは言えない。 

コメント 

ドイツ語による論文、国際会議での発表等、人数としては限られているが、教員・学

生ともにドイツ語の運用能力が向上し、当該プロジェクトが対象とする歴史学や政治学

などの分野における研究や若手育成に格段の深化・発展が見られたといえる。 

コーディネーター及び参加教員は、大きな役割を果たしており、共同セミナーへの参

加教員は減少傾向にあるものの、教材開発等、全体の活動範囲にわたって、コーディネ

ーターを中心に、参加教員は当該プロジェクトを適切に実施してきたと考えられる。 

申請経費については、当該プロジェクトの性格上、経費の 90％近くが海外渡航費であ

ることは合理的である。図書館や学生寮の利用といった各種の優遇措置も設けられてお

り、物品費やその他経費の執行も大学会計の仕組みの中で支出されたものであることか

ら、全体として合理的であると考えられる。 

 



 
東京大学大学院総合文化研究科 

３．今後の展望  

事業趣旨との整合性、実施計画の妥当性についての評価。 

評  価 

□ 大いに期待できる。  

■ 概ね期待できる。   

□ 一層の努力が必要である。  

□ 期待できない。 

コメント 

日独大学間の共同課程の整備や協力関係の構築ばかりでなく、学内の他機関との協力

関係を維持し、学外の機関との連携も深めることで、学術協力機構の枠組を整備し、今

後の日独学術交流を進めることが期待される。 

また、参加教員による学生を含めた日独を往復する研究会だけでなく、両国の若手研

究者達が市民社会の在り方を各自の研究において考察し、意見を交換し合うことは、日

独一般の交流にも貢献すると考えられる。 

さらに、プログラム恒常化の目標が設定されており、ドイツの他大学との間の関係構

築という目標の達成も期待される。 
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４．総合的評価（書面評価）  

 

評  価 

□ 当初の目標は想定以上に達成されており、ぜひプロジェクトを継続させるべきである。 

■ 当初の目標は想定どおり達成されており、プロジェクトを継続させるべきである。 

□ 当初の目標はある程度達成されており、実施計画を一部見直した上でプロジェクトを継

続させるべきである。 

□ 当初の目標がほとんど達成されておらず、プロジェクトを継続させるべきではない。 

コメント 

教員、学生ともに、学術的に大きな成果をあげているとともに、システマティックに

若手の育成を図っている点において、日独間の大学院教育協力の成果は著しく、二国間

大学院教育・研究協力のモデルケースである。 

様々なことが現在整備されつつある状況であるが、例えば、課程を移行する段階での

教育指導等、十分な成果とは思えなかった部分については、現在参加している大学院学

生の指導が完了した時点での反省や評価を踏まえて、初めて可能になるものであり、こ

れまでの成果をさらに加速するために少なくとも 2 年程度の延長をすべきである。 

共同開催の授業科目・セミナー等の定着には一定期間が必要と考えられるが、当該プ

ロジェクトにおいて特に優れていると思われるのは、一定の成果を上げても活動をやめ

ることなく、その成果の継承や拡大を目指して、恒常的なプログラムの実現を目標とし

ている点である。 

他大学や他国との関係構築における類似の試みのモデルとなって、このようなプログ

ラムの広がりに資することも期待される。 

 
 


